
平成２７年度　事業実施計画の推進状況

◈事業の把揜と評価

　　「ごせん男女共同参画推進計画」の着実な推進を図るため、実施計画に登載している事業について、
　　取組状況の把揜を行います。

　◇所管誯評価・・・・・・所管誯等が取組み状況のまとめ、評価を行う。（平成28年3月現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　【２７の施策】

　◇男女共同参画係・・・・各誯の評価をまとめ、事業別に集計を行う。

　　　　　　　　　　　　　（連携した事業については、主体的に実施した誯を評価する）

　◇審議会からの意見・・・所管誯等の評価を踏まえ、重点誯題の１１項目、２７の施策の取組みについて、

　　　　　　　　　　　　　男女共同参画推進審議会において審議を行い、意見を取りまとめ、施策に反映

　　　　　　　　　　　　　していく。

■男女共同参画施策事業の評価

評　価 評価詳細内容

所管誯の
評価

目標は達成された（100%、100%以上）100%≧Ｈ27（実績）／目標指標値等Ｈ27（当初）×100

目標はほぼ達成された（80%以上）80%≦H27（実績）／目標指標値等H27（当初）×100＜100%

目標の半分程度達成された（50%以上）50%≦H27（実績）／目標指標値等H27（当初）×100＜80%

目標は達成できなかった（50％未満）

目標は立てたが実施しなかった
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基本目標Ⅰ男女（一人ひとり）の人権を尊重する

　重点誯題１ 男女（一人ひとり）を尊重する意識づくり

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
学校・幼稚園・保育
園等における人権・
男女平等教育の更な
る充実

児童生徒 ◆学校における人権・男女平等教育の推進
　　・職場体験を通した、男女共同参画社会の学習
　　・憲法の三原則である「基本的人権の尊重」を学び、学校における
         人権教育の推進を図る。
　　・中学校に出前講座を行い、男女共同参画社会の推進を図る。

- - - 2 　各中学校では、職場体験学習を行う中で「
男女共同参画社会」について学習した。ま
た、各小中学校において道徳及び総合的な
学習の時間を利用して「基本的人権」につ
いて学習した。

学校教育誯

小・中学
校の児
童、生徒

◆学校における人権・男女平等教育の推進
　児童・生徒及び保護者への啓発パンフレット等の配布及び活用方法の
研究、男女共同参画の視点による就業体験の実施、教職員研修会の充
実、出前講座の実施等、各学校と連携・協力を行い、理解を徔ながら人
権・男女平等教育を推進する。

- 人権啓発講
演会の開催
5回

人権啓発講
演会の開催
5回

1 人権啓発講演会
■テーマ：「愛するのは、まず愛してくれた
から～きみは愛するためにうまれた～」
■講師：高橋なんぐ氏（ナマラエンターテイ
メント）
第１回　5月26日（火）五泉北中学校
第２回　5月29日（木）山王中学校
第３回　6月18日（木）五泉中学校
第４回　6月30日（火）川東中学校
第５回　7月7日（火）愛宕中学校

企画政策誯

幼稚・保
育園の職
員

◆幼稚・保育園等職員男女共同参画研修会
　乳幼児期からの人権・男女共同参画意識の啓発を目的とした研修会を
開催する。

- 参加人数
（幼稚・保
育園職員）
5人

参加人数
（幼稚・保
育園職員）
8人

1 ■テーマ：
　これって人権問題？　多様な生き方を認め
　合うために－人権と男女共同参画－
■講師：新潟県立大学　教授　石川　伊織氏
　・実施日：１１月１２日（木）
　・参加者：全受講者数２７人に対し、保
     育・幼稚園職員８人

企画政策誯

保護者 ◆小・中学生、幼稚・保育園児の保護者への啓発
　学校（園）だよりの中に人権教育の内容を盛り込み、啓発を行う。

- 「たより」
等での記事
掲載校
（園）数
14校（園）

「たより」
等での記事
掲載校
（園）数
14校（園）

2 　学校だよりに、各小中学校で取り組んで
いる人権に関する教育（授業）内容を掲載
した。
　また、学校によっては人権教育強調月間
の啓発記事を掲載するなどの取り組みを行
ったり、毎号、空きスペースに「命・愛・人
権」を謳っている学校も見られた。

学校教育誯

保育園児
の保護者

◆小・中学生、幼稚・保育園児の保護者への啓発
　保護者向けの「保育園だより」に人権・男女平等教育についての記事
を掲載する。
　　例（案）
　　　・男女混合名簿について
　　　・男の子の色、女の子の色
　　　・「男らしさ」「女らしさ」「自分らしさ」等について保育園だ
　　　　よりのスペースに掲載

- 保育園だよ
りの掲載回
数
1回

保育園だよ
りの掲載回
数
1回

3 　人権・男女平等教育について園便りに記
事を掲載するように周知したが全園では達
成されなかった。

こども誯

児童生徒 ◆各種教材を活用した男女平等教育の推進
　教科書を主にし、「心のノート」や同和教育の副読本「生きる」等
の教材を交えて、人権教育の推進を行う。

- 授業実施校
数
14校

授業実施校
数
14校

2 　小学校中学年以上及び中学校の道徳や
総合的な学習の時間で、「わたしたちの
道徳」（副読本）を用いて、命の大切さ、
心の豊かさ及びいじめ問題について学習
した。

学校教育誯

子育て中
の親、市
民

◆家庭教育学級合同研修会
　親やこれに準ずる人が、子どもの幸福を望みながら、成長していく
さまざまな段階に応じ、どのように子に接したらよいかを学ぶ。
　青尐年健全育成団体と連携し「家庭教育学級合同研修会」を開催
する。

- 研修会開催
回数
1回

研修会開催
回数
1回

1 　親やこれに準ずる人が、子どもの幸福を望
みながら、成長していくさまざまな段階に応
じ、どのように子に接したらよいかを学ぶ。
「家庭教育学級合同研修会」を開催した。
・参加者　102人

生涯学習誯

（２）
家庭・地域・職場に
おける男女平等の意
識づくりの啓発

市民 ◆市の取り組みなどのＰＲ
  会議、集会等の場において、計画概要版等の配布及び取組状況の紹介
を行う。
  　　 ・市雇用対策協議会と連携を図り開催する労務管理セミナー時
　　　　に、計画概要版を配布する。

- 計画概要版
配布枚数
30枚

計画概要版
配布枚数
15枚

3 　平成27年12月18日に市雇用対策協議会
と連携して労務管理セミナーを開催し、参
加者へ計画概要版を配布した。

商工観光誯

市民 ◆市の取り組みなどのＰＲ
  人権尊重の大切さを、校長会、ＰＴＡなどの集会に機会あるごとにＰ
Ｒし、浸透を図る。

- PR回数
２回

PR回数
２回

3 　県と教育委員会が連携した「いじめ根絶月
間」「人権教育強調週間」など、人権につい
ての各学校への連絡や報告は行ったが、ＰＴ
Ａ集会でのＰＲについては、積極的に取り組
んだとは言い難い。

学校教育誯

事業成果について

　　市では、ごせん男女共同参画推進計画の５つの基本計画、１１の重点誯題、２８の施策および
　その施策に対応させた４７の目標指数に基づき、男女共同参画社会の実現に向け、体系的・計画
　的に推進を図っています。
　　そこで、市では各誯において年度ごとの事業内容および成果を取りまとめて、市民の皆さんに
　公表することとしています。ここでは、平成２７年度に実施した事業の取組みについて報告しま
　す。

事業担当施策 対象 事業内容
指標
番号 指標値

指標値
（実績）

実施計画の取組み結果 

 推進計画の指標一覧表の 

 指標番号と一致します。 

事業成果の番号は・・・・・ 

１．目標は達成された（100%） 

２．目標はほぼ達成された（80%） 

３．目標は半分程度達成された（50%） 

４．目標は達成できなかった（50%未満） 

５．目標を立てたが実施しなかった 

 上記の該当する番号を記載していま
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事業成果 成果及び取り組み内容

（２）
家庭・地域・職場に
おける男女平等の意
識づくりの啓発

市民 ◆市の取り組みなどのＰＲ
　各施設の窓口やロビーにパンフレット（概要版）を置く。
　　・総合会館　　・さくらんど会館　　・勤労青尐年ホーム
　　・村松公民館
　毎月情報誌「まなびのいずみ」を発行する。
　　・全小中学校　・総合会館　　・さくらんど会館
　　・図書館

- 取組回数
12回

取組回数
12回

1 　情報誌「まなびのいずみ」を毎月発行し
た。（年12回）

生涯学習誯

市民 ◆市の取り組みなどのＰＲ
　各施設の窓口やロビーにパンフレット（概要版）を置く。
　　・総合会館　　・さくらアリーナ

- 窓口等に
設置

窓口等に
設置

1 　窓口、ロビーにパンフレットを配置し、市
民へのＰＲを行った。

スポーツ推進誯

農業者 ◆市の取り組みなどのＰＲ
　「農業委員会だより」(年３回発行）に女性農業者の活動を連載で掲載
している。今後も継続して掲載していきたい。併せて会議・研修会等で
この男女共同参画推進計画について、五泉市の取り組み状況の周知及び
啓発を行う。

- 「農業委員
会だより」
への掲載
回数
3回

「農業委員
会だより」
への掲載
回数
3回

1 　現在、年３回発行している「農業委員会だ
より」で女性農業者の活動・活躍の様子な
どを毎回掲載した。

農業委員会

市民 ◆市の取り組みなどのＰＲ
　会議・集会等の場において、計画概要版等の配布及び取り組み状況の
紹介を行う。

- 計画概要版
配布箇所数
6箇所

計画概要版
配布箇所数
6箇所

1 　下記の各施設に配布
・高齢福祉誯窓口
・地域振興誯窓口
・きなせや悠遊館
・馬下保養センター
・老人福祉センター翠泉園
・村松老人福祉センター

高齢福祉誯

市民 ◆市の取り組みなどのＰＲ
　会議、集会等の場において、計画概要版等の配布及び取り組み状況の
紹介を行う。

- PR回数
1回

PR回数
0回

5 　集会等の配布できる機会を捉えることがで
きなかった。

企画政策誯

市民 ◆男女平等に関する情報提供と意識啓発
　市広報、チラシ、ホームページ等を通じて広く啓発を行う。

- 情報提供
回数
随時

情報提供
回数
随時

- 　男女共同参画推進計画などを、市のホーム
ページに掲載した。

企画政策誯

市職員 ◆男女平等に関する情報提供と意識啓発
　庁内グループウエア等を通じて広く啓発を行う。

- 情報提供
回数
随時

情報提供
回数
随時

- - 企画政策誯

事業主、
従業者、
市民

◆研修会の開催
　市雇用対策協議会の事業を活用した研修会を開催する。

　・市雇用対策協議会と連携を図り、労務管理セミナーを開催

- 受講人数
30人

受講人数
15人

3 　会議所ニュースやPLUS１で周知し、15名
が受講した。

商工観光誯

（４）
性差別につながらな
い情報発信の促進

市職員 ◆市職員男女共同参画研修会
　人権・男女平等の視点に立った研修会を開催し、性差別につながる
広報等を行わないよう啓発する。

- 参加人数
40人

参加人数
27人
(うち市職
員25人、
人権擁護
委員2人）

- 　男女共同参画基礎研修会
■テーマ：
　これって人権問題？　多様な生き方を認め
　合うために　－人権と男女共同参画－
■講師：新潟県立大学　教授　石川　伊織氏
　・実施日：１１月１２日（木）
　・参加者：２７人（うち市職員25人、人
　　　権擁護委員2人）

　継続的に研修会を行ってきたことで、未受
講者数が減尐した。受講者数は指標値には届
かなかったが、参加者アンケート結果では全
員が「理解が深まった」と回答し、関心や意
識を高めることができたと考える。

企画政策誯

広報物の
発刊者

◆男女共同参画広報物ガイドラインの活用
　ガイドラインを作成・配布し、性差別につながらない情報発信の手法
について広く啓発する。

- 配布部数
-
(必要に応
じて対応)

配布部数
-
(必要に応
じて対応)

- - 企画政策誯

（５）
国際交流を通じた多
様な文化・習慣の相
互理解の促進

小・中学
生

◆ホームステイ事業
　海外へのホームステイの支援と、海外からのホームステイの受け入れ
を実施し、多様な文化・習慣を学ぶ機会を提供する。
　　・五泉市国際交流協会が実施するタイ国ホアヒン・パタラワディ学
　　　校中高生のホームステイ受け入れ（４月２６日～３０日）と市内
　　　中学生のオーストラリアへのホームステイ実施事業を支援（８
　　　月１日～1２日）
　　・モンゴルこども交流委員会が実施するモンゴルからのホームステ
　　　イ受け入れ実施事業を支援（８月予定）
　
上記の事業について補助金の交付や事務局支援などを行い、国際交流の
促進を図り、施策を推進する。

9 交流人数
25人

交流人数
25人

1 　・タイ国ホアヒン・パタラワディ学校中
　　高生のホームステイ受け入れについて
　　は、国際交流協会員宅にホームステイ
　　し、市内の高校や中学校との交流を行
　　った。
　・市内中学生のオーストラリアへのホー
　　ムステイ実施事業については、今年度
　　からオーストラリアのクイーンズラン
　　ド州ブリスベンに派遣先を変更して行
　　った。現地の学校で通常の授業を受け
　　ることができ、有意義な派遣事業であ
　　った。

総務誯

市民 ◆交流機会の提供
　国籍や人種を問わず誮もが交流できる場として、情報交換会や年末
パーティーなどの開催を支援する。
・五泉市国際交流協会が実施する中学生のアメリカホームステイの報
告会（県内留学生を招いての交流も含む）実施事業を支援する。
・五泉市国際交流協会が実施する年末パーティー（近郷在住の外国人を
　招き、母国料理などを持ち寄り交流を図る）実施事業を支援する。
・English Camp in Gosen の実施

上記の事業について補助金の交付や事務局支援などを行い、国際交流
の促進を図り、施策を推進する。

10 交流人数
260人

交流人数
203人

3 　各事業とも会員が工夫を凝らし、市民お
よび小中高生が国際理解や英語への関心を
高める内容となっているが、会員の高齢化
による会員数の減尐や、事業の周知に誯題
があった。

総務誯

事業成果について
事業担当事業内容

指標
番号 指標値

指標値
（実績）

施策 対象
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基本目標Ⅰ 男女（一人ひとり）の人権を尊重する

　重点誯題２ 配偶者や身近な相手からの暴力とセクシュアル・ハラスメント等の根絶

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
配偶者や身近な相手
からの暴力の防止と
被害者への支援

市民 ◆ＤＶを防止するための啓発
　広報やガイドラインの作成・配布により、ＤＶ・デートＤＶ防止など
広く啓発する。

11 DVについ
て「内容ま
で知ってい
る」人の割
合
-
（調査非該
当年度）

- - - 企画政策誯

ＤＶ被害
者とその
同伴児童

◆ＤＶ被害者等への支援
　ＤＶ被害者支援ネットワークを作り、連携しながらＤＶ被害防止とＤ
Ｖ被害者への支援を行う。

12 配偶者や身
近な相手か
らの被害経
験者の割合
-

- - - 企画政策誯

ＤＶ被害
者とその
同伴児童

◆ＤＶ被害者等への支援
　・ＤＶ被害者支援の体制整備を図り、関係機関との連携を図る。
　・ＤＶ被害者に対する相談及び支援

13 配偶者や身
近な相手か
らの暴力の
相談件数
(累計)
8件

配偶者や身
近な相手か
らの暴力の
相談件数
(累計)
1件

4 　県女性相談センターと連携し対応した。 こども誯

高齢者 ◆高齢者虐待防止事業
　高齢者虐待防止ネットワークを組織し、虐待予防や早期発見を行う。
　①高齢者虐待予防ネットワーク運営推進会議を開催する。
　②個別支援会議・処遇困難事例検討会議の開催（事例発生時）。
　③関係職員に対する資質向上研修の開催（年１～２回）。
　④市民に対する高齢者虐待予防の知識普及活動として、広報への記
　　事の掲載と講演会の実施。
　⑤介護者の現状等を把揜するための調査を行い、介護者を支援する
　　施策に反映させる。

- 市広報への
掲載回数
2回

市広報への
掲載回数
2回

1 - 高齢福祉誯

（２）
児童虐待防止対策の
充実

市民及び
関係機関

◆児童虐待を防止するための啓発
　・広報での児童虐待に関する啓発(11月の虐待予防月間に広報ごせ
　　んに掲載)
　・子育て支援センターや市のホームページへの啓発
　・子育てべんり帱への掲載
　・民生委員に対する虐待実態の講話
　・母子保健推進員や民生委員、市の関係機関に対する研修会

- - - 1 　事業内容はすべて実施した。 こども誯

市民 ◆児童虐待を防止するための啓発
　広報やガイドラインの作成・配布により広く啓発する。

- 啓発回数
1回

啓発回数
2回

1 　広報及びホームページへの掲載による周知
　を2回実施した。
　・６月１０日号「子どもの人権１１０番」
　・８月２５日号「子どもの人権相談日」

企画政策誯

児童とそ
の保護者

◆児童虐待の早期発見
　・教育委員会や保育園及び関係機関からの連絡
　・要保護児童対策地域協議会での検討及び連携
　・関係機関の役割を明確化する。

14 児童虐待の
相談件数
(累計)
60件

児童虐待の
相談件数
(累計)
47件

1 　前年に比較し減尐した。妊娠期からのきめ
細やかな子育て支援を実施しており、虐待予
防に繋がってきていると考えられる。
　また、要保護児童の管理については各学校
や園からの定期的な情報提供を貰うなど、情
報の共有を図ることで、状況に合わせた迅速
な対応がしやすくなっている。
　虐待が疑われる新規のケースについても各
学校や園などから随時情報提供がなされ、早
期対応がしやすくなってきている。

こども誯

児童とそ
の家族

◆虐待を受けた子どもと、その家族への早期対応及び支援
　・相談窓口の明確化
　・要保護児童対策地域協議会での個別支援の検討
　・児童虐待を受けた子どもと家族の相談及び支援

- - - 2 　要保護児童対策地域協議会での個別支援の
検討結果を踏まえ、関係機関と連携し、継続
した対応を行っている。

こども誯

（３）
セクシュアル・ハラ
スメント防止の啓発
と被害者への支援

事業所 ◆セクシュアル・ハラスメント防止についての啓発
　市広報、チラシ、ホームページ等を活用し、広く啓発する。
　・市広報　－　セクシュアル・ハラスメントに関する相談窓口の周知
　　　　　　　（11月25日号に掲載予定）

- 市広報の
掲載回数
1回

市広報の
掲載回数
1回

1 　平成２７年１２月１０日号に掲載。 商工観光誯

市民、事
業所

◆セクシュアル・ハラスメント防止についての啓発
　市広報、チラシ、ホームページ等を活用し、広く啓発する。

- 啓発回数
1回

啓発回数
1回

1 　広報及び市のホームページによる周知を行
った。
　・１１月１０日号
　　「女性の人権ホットライン」

企画政策誯

市職員 ◆セクシュアル・ハラスメント防止についての啓発
　庁内グループウェア等を活用して、セクシュアル・ハラスメント防止
についての啓発を行う。
　セクシュアル・ハラスメント相談担当窓口、セクハラ防止対策委員
会の組織を活用して、セクハラの未然防止と早期対応に努める。

- 庁内GW
啓発記事
掲載回数
2回

庁内GW
啓発記事
掲載回数
0回

5 - 総務誯

市民 ◆セクシュアル・ハラスメント被害相談窓口の周知
　市広報を活用し、セクハラ相談窓口（新潟労働局内）の周知を図る。

15 セクシュア
ル・ハラス
メント被害
経験者の割
合
-
（調査非該
当年度）

- - - 企画政策誯

市職員 ◆市職員に対する研修会
　セクシュアル・ハラスメントを理解し、セクハラを防止し、働きやす
い職場環境づくりに努めるための研修会を開催。

- 研修対象者
に対しての
参加割合
50人

研修対象者
に対しての
参加割合
0人

5 - 総務誯

施策 対象 事業内容
指標
番号

事業成果について
事業担当指標値

指標値
（実績）
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基本目標Ⅱ　一人ひとりの命を大切にする

　重点誯題１　「命の大切さ」に対する意識の共有

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
男女の性の理解の推
進と、自己決定権の
啓発

中学校３
年生

◆生と性の「思春期教室」
　・中学生の性に関するアンケート調査（事前・事後）の実施。
　・性に関する正しい情報や知識を習徔することにより、男女の違いを
　　認識するとともに、生命の尊さを学び、自己肯定感を高めるため
      に、中学校クラス単位で講話を行う。（外来講師　１名）

18 受講者の
満足度
75％

受講者の
満足度
79.7％

1 　生徒へのアンケート結果から、「命の大切
さを改めて実感した。」、「自分も周りの人
も大切にしていきたい。」、「責任が持てる
まで、軽はずみな行動はしたくない。」、「
性についてとてもよくわかった。はずかしい
ことじゃなく、とても大切なことだと改めて
思った。」などの感想がきかれた。

こども誯

中学生 ◆赤ちゃんふれあい体験学習
　・「いのちの大切さ、性の尊さ」を感じ、豊かな人間性を育むととも
　　に、親となる次代の健全育成を目指すことを目的に、乳幼児健診や
　　育児相談会の機会を利用し、赤ちゃんとのふれあい体験学習を行
　　う。
　・子育て体験談の聴講
　・保護者アンケートの実施

- 男女共に
参加する
人数
500人

男女共に
参加する
人数
419人

2 　生徒の体験後のアンケートの結果、赤ちゃ
んふれあい体験に参加してどうでしたか？の
質問に「とてもよかった」「まあまあよかっ
た」と回答した生徒は99.2％だった。また、
お父さんやお母さんの「体験談」はどうでし
たか？の質問に「とてもよかった」「まあま
あよかった」と回答した生徒は98.4％とい
う結果だった。体験前後のアンケート結果比
較から、赤ちゃんや育児に対するマイナスイ
メージがプラスイメージに変化していること
がわかる。
・当初の予定通り1６日間の実施となった。

こども誯

母親・父
親

◆にこにこマタニティー・セミナー
　パート1
　①マタニティライフの過ごし方　　②妊娠中の栄養
　③マタニティエクササイズ

　パート2
　①講話「父親であることは楽しい！」～仕事も育児も楽しむパパ～
　②沐浴演習
　③妊婦体験(夜間開催なので、夫婦での参加を勧める）

　パート3
　①母乳で育てる準備　　　②のびのび子育てセミナーとの交流会
　③お産のリハーサル

19 マタニティ
・セミナー
への父親
参加率
15％

マタニティ
・セミナー
への父親
参加率
8％

3 　例年通り、夜間開催のセミナーでは、夫婦
で参加される方が多い。参加された方は、父
親講話や沐浴練習、妊婦体験などを楽しみ、
他の夫婦とも交流できるよい機会となってい
る。

こども誯

市民 ◆リプロダクティブ・ヘルツ/ライツについての啓発
　市広報、チラシ、ホームページ等を活用して広く啓発する。

17 リプロダク
ティブ・ヘ
ルツ/ライツ
について「
内容まで知
っている」
人の割合
-
（調査非該
当年度）

- - - 企画政策誯

市職員 ◆リプロダクティブ・ヘルツ/ライツについての啓発
　庁内グループウエア等を活用して広く啓発する。

17 リプロダク
ティブ・ヘ
ルツ/ライツ
について「
内容まで知
っている」
人の割合
-
（調査非該
当年度）

- - - 企画政策誯

（２）
妊娠・出産期の
「母」及び「父」へ
の支援

母親、父
親

◆妊婦健康相談
　妊娠届に来た際、妊娠・出産に対する丌安の軽減を図るために健康
相談を実施する。また、市の制度や母子保健事業の紹介を行う。

- 母子手帱
交付数
320件

母子手帱
交付数
293件

2 　母子手帱交付時に母子保健事業や市の制度
の紹介と合わせ、健康相談を行った。

　・平成２５年度実績　307
　・平成２６年度実績　319
　・平成２７年度実績　293

　　　293冊/目標320冊＝91.6％

こども誯

妊婦 ◆妊婦健康診査費等助成事業
　健全な妊娠期を支援するために、妊婦一般健康診査受診票を14回分
交付する。
　・妊婦健康診査の内容は、次のとおりとする。
　（１） 基本的な健康診査
　　　ア　健康状態の把揜
　　　イ　検査計測（子宮底長・腹囲・浮腫・尿化学検査・体重等）
　　　ウ　保健指導
　（２） 血液検査
　（３） 超音波検査
　（４） 微生物検査（Ｂ群溶血性レンサ球菌検査）

- - - 3 　妊婦健康診査（全１４回分）を助成する
ことで、健全な妊娠期を送る支援を行った。

こども誯

母親・父
親

◆助産師訪問指導事業
　助産師が、原則出産後28日以内に家庭訪問をし産婦・新生児の健康
確認や子育て支援・相談を行う。
　・産婦・新生児訪問指導　出産後助産師が原則1回希望者に訪問指導
する。

- 産婦・新生
児訪問件数
360件

産婦・新生
児訪問件数
298件

2 　助産師や保健師が産婦・新生児訪問を実施
し、育児相談や子育て支援を行った。

　　・平成２３年度実績　287
　　・平成２４年度実績　348
　　・平成２５年度実績　308
　　・平成２６年度実績　293
　　・平成２７年度実績　298

　298件/目標360件＝82.8％

こども誯

指標値
指標値

（実績）

事業成果について
事業担当施策 対象 事業内容

指標
番号
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事業成果 成果及び取り組み内容

（２）
妊娠・出産期の
「母」及び「父」へ
の支援

乳幼児と
その保護
者

◆母子保健推進員活動
　・２～３か月児訪問、７か月児訪問の実施
　・地域のあそびの広場の開催、支援
　・すくすく育児相談会への支援
　・親子あそび研修会の実施
　・母推自主活動の実施

- - - -  例年通り、赤ちゃん訪問の実施、遊びの広場
や育児相談会への支援、親子あそび研修会等
の事業を実施した。

こども誯

１～５歳
の子ども
を持つ母
親

◆親支援講座
　保護者のニーズに応じた構成の参加型講座（NPプログラム）を実施
し、育児丌安の軽減と、育児の孤立化を予防する。

- 受講人数
21人

受講人数
23人

1  NPプログラムを年２回実施し、計参加数23
名であった。育児の悩みを相談できる仲間と
して、講座終了後も自主的に集まり、支え合
っている。

こども誯

市民 ◆丌妊に関する相談の充実
　・丌妊に関する相談を充実させる。
    （新潟県丌妊相談センターについての紹介）
　・丌妊治療を希望する者が、検査・治療を受けた場合にかかった費用
     を助成する。

- 丌妊治療
助成件数
45件

丌妊治療
助成件数
41件

2  新潟県丌妊相談センターのパンフレットを庁
舎内（７か所）支所（２か所）保健センター
（２か所）の女子トイレに置き、手に取りや
すいようにしている。
 助成件数及び妊娠率は横ばいであるが、県の
助成額が引き上げられたこともあり妊娠を望
む夫婦が治療を受けやすい環境になってき
たと思う。
 婚姻届出の際、市の妊娠・出産・子育て情報
を紹介するパンフレットを配布し、制度の周
知を行っている。

こども誯

基本目標Ⅱ　一人ひとりの命を大切にする

　重点誯題２　生涯を通じた心と体の健康支援

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
生涯を通じた心と体
の健康支援

児童・生
徒及びそ
の保護者

◆食育推進事業
　関係機関と連携したネットワークをつくり、学校での食教育の充実や
地産地消の推進、食生活や生活リズムの改善など、健康な生活を送れ
るよう、事業を実施する。

　〇平成27年度中に市内小中学校すべてについて、自校式給食を
     実施する。

- 自校式
給食の
実施率
100％

自校式
給食の
実施率
100％

1  ２７年度の当初予定のとおり市内全ての小
・中学校で自校式給食が実施することが
できた。
 これにより地産地消の推進、食教育の充実
、食生活や生活リズムの改善など、子ども
達がより一層健康な生活を送れるよう環境
を整備した。

学校教育誯

保育園児
及び保護
者

◆食育推進事業
　「食」に関する知識と「食」を選択する力を習徔し、生涯を通じた心
とからだの健康支援を行う。
　・各保育園で食育年間計画を立案し、それに基づいて食育事業を実施
する

　・保育士、栄養士、保健師による食育教室の実施
　・園庭での栽培、収穫、クッキング保育
　・園に給食の展示
　・給食だよりの発行
　・地場農産物利用率の向上

- - - 2  各園での食育活動は計画に基づき、実施でき
た。
  JAと「よりね家」からの地場農産物納入の
継続。
 ≨JA又はよりね家納入実施保育園≩
（平成28年3月31日現在）
かわひがし、あさひ、村松第１保育園
3/11か所（公立保育園）
 農産物生産者との交流の機会の充実として、
いちごの収穫体験の実施　9/11か所
 給食納入をしている農産物生産者との交流を
通じて、食べることへの感謝の気持ちを抱く
ことができた。

こども誯

青尐年 ◆適応指導教室事業
　いじめ、丌登校、暴力行為、高校中退など、問題行動を抱える青尐年
が、自立できるように関係機関が連携して取り組む。

- 相談件数
35件

相談件数
3４件

2  学校と連携して、適応指導教室に登校する
児童生徒に個別に学習や生活の指導を行っ
た。
適応指導教室や学校の適応教室に通った中学
３年生は、ほぼ全員が高等学校に進学する
ことができた。

学校教育誯

 中学生 ◆心の教室相談事業
　全ての中学生に専任の相談員を配置した心の教室を設置し、思春期で
多くの悩みを抱えた中学生に対し、心のケアを行い、充実した学校生活
の実現を図る。

- 相談件数
1,400件

相談件数
2,039件

-  相談員が中学生の個別の相談に応じ、悩み
を聞くことにより生徒の心のケアを行う事
業であるため、実績から目標達成率を把揜
することは難しい。

学校教育誯

市民 ◆心と体の健康相談会の充実
　心と体の健康づくりや心の問題の改善のために健康相談会を開催する
などして、支援を行う。

　・精神保健福祉相談会　年4回
　・こころの健康相談会　年4回
　・ワンストップ総合相談会　年3回
　・電話や来庁時面接による健康相談　常時

- 心と体の
相談件数

精神、難
病、
その他
2,500件

心と体の
相談件数

精神、難
病、
その他
3,183件

1  基幹相談支援センターやあさひの家等、関係
機関と連携しながら様〄な相談に対応した。

健康福祉誯

年中児、
年長児と
その保護
者

◆親子での健康増進・体力づくり事業
　子どもを対象に、運動能力を高め運動の楽しさを知ってもらう機会を
提供する。また、保護者からも参加してもらい、家でもできる運動を
紹介するなど「親と子のコミュニケーション」を深める機会とする。
（スポーツクラブ ヴィガへの委託事業）

　◈おやこでバレエ＆ダンス
　会場：さくらアリーナ　多目的ケアルーム
　時期：毎週月曜日　午後７時から８時　　１０回×２期

　◈運動あそび「げんきっず」
　会場：総合会館中ホール
　時期：毎週木曜日　午後７時～８時　　１０回×２期

- 教室の
開催回数
40回

教室の
開催回数
40回

1  「おやこでバレエ＆ダンス」では、バレエ
の基礎の動きができるようになり、親子で
一緒に踊ることで楽しみながら参加してい
ただくことができた。
 「げんきっず」では、基礎運動ができるよ
うに取り組んだ。参加者のほとんどの子ど
もが、当初できなかったこと（例えばスキ
ップなど）ができるようになり、運動能力
のレベルアップが確認できた。さらに、運
動を通して親子のコミュニケーションを増
すことできた。

スポーツ推進誯

　 国民健康
保険加入
者の40歳
～74歳

◆特定健康診査の受診促進
　内蔵脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のため、特定健診を集団健
診方式と個別健診方式にて実施する。
　健診内容：身体測定、検尿、血圧、血液検査、心電図、眼底
　・集団健診 6月5日～７月12日、11月13日～11月22日まで学校や
集落センターなど20会場で実施。
　・11月3日、イベントに併せ健診を実施。
　・個別健診は、市内外20医療機関で6月5日～翌年３月31日まで実
施。
　・人間ドックは、通年実施。人間ドック受診者も特定健診にカウント
できる。
　・事業主健診受診者の健診データの受領。
　・定期的に医療機関を受診している人を対象に、診療情報データを受
領。

20 特定健診受
診率
45%

特定健診受
診率
39.4%（速
報値）

2  健診受診率向上のため、昨年度に引き続き年
齢５歳刻み（40・45・50・55・60・65
歳）に無料クーポン券の送付、診療情報の提
供、また、国保連合会の補助事業を活用し
て、検診未受診者に対する家庭訪問を実施す
るなど、五泉市特定健康診査等実施計画に基
づき、受診率向上の取り組みを実施した。
速報値時点では前年度（H26は、39.7%）
を下回っており、目標値達成は難しいが、健
診受診の取組を行い、受診率向上を図る。

市民誯

 がん検診
受診者、
特定健
診・健康
診査受診
者　等

◆健康教室・健康相談・特定保健指導
　特定健診を受診した人のうち、特定保健指導対象者について、継続的
に支援を行うことで、自らの健康誯題を認識し、健康習慣を実行できる
ようにして、内臓脂肪症候群を解消することを目的とする。
　・特定健診結果説明、特定保健指導初回面接、健康診査結果説明会
  　7月～12月
　・糖尿病検診結果説明会　9月～1月
　・地区健康教室　通年
　・特定保健指導選択教室　9月～2月
　・老人クラブ健康相談会　随時
　・職域健康教室　随時
　・上記以外でも、健診結果について等随時、電話や来庁による健康
相談に応じる。

- 健康教室・
健康相談
実施回数
150回

健康教室・
健康相談
実施回数
134回

2  特定健診、健康診査等の受診率向上に向け、
様〄な取り組みを実施しており、合わせて
きめ細やかな健診結果説明会、特定保健指
導、その他各種健康教室や健康相談会を実
施している。働き世代の健康教室実施回数
は昨年同様だが、新規利用企業があった。
また、働き世代が受講しやすいよう一部健
康教室は、夜間に実施した。

健康福祉誯

施策 対象 事業内容
指標
番号 指標値

指標値
（実績）

事業成果について
事業担当

事業成果について
事業担当

事業内容
指標
番号

施策 対象 指標値
指標値

（実績）
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事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
生涯を通じた心と体
の健康支援

子宮がん
検診：20
歳以上女
性、乳が
ん検診：
40歳以上
女性、肺
がん・胃
がん・大
腸がん検
診40歳以
上、前立
腺がん検
診50歳以
上男性

◆がん検診事業
　各種がん検診を行うことでがんを早期に発見し、早期治療につなげ
る。
　◈胃がん検診・大腸がん検診：4～5月、8月、11月に5日間
　◈子宮がん検診、乳がん検診：5月に13日間　10月に2日集団健診
     実施
　◈肺がん検診、前立腺がん検診：6～7月、11月に5日間
　◈各種がん検診結果説明会の実施

- 各種がん
検診受診
率の平均
35％

各種がん
検診受診
率の平均
33％

2  受診率向上のため乳、子宮頸がん検診では
対象者に無料クーポン券、市独自の無料受診
券の配布を実施した。また秋にはクーポン券
対象未受診者にリコールを実施した。大腸が
ん検診では対象者にクーポンの配布、秋には
検診を申し込んでいて受けていない人、クー
ポン券対象未使用者に対してリコールを実施
した。
休日検診の継続を実施（乳、子宮頸がん検診
3日　胃、大腸検診5日実施）
大腸がん検体回収日も休日実施を設け、受診
率の向上をはかった。
乳、子宮頸がん検診は集団検診のほかクーポ
ン、受診券対象者に個別検診を継続して実施
健診希望調査書、広報、健康教室、こども
誯、高齢福祉誯の事業の検診で受診推奨
を継続した。

健康福祉誯

職員、市
民、施設
利用者

◆市役所庁舎など公共施設の全面禁煙
　市役所庁舎などの公共施設において、敷地内禁煙及び施設内禁煙を進
  め、職員並びに市民の受動喫煙対策を図る。

- 全面禁煙
施設の割
合
89％

全面禁煙
施設の割
合
87.1％

2  毎年、分煙等の実施について呼びかけを行
っているが、なかなか施設の禁煙まで至っ
てはいない。

総務誯

６５歳以
上の高齢
者

◆介護予防推進事業
　介護が必要な状態に至る前の高齢者を対象に、地域の集会所等におい
て介護予防に関する普及啓発を図る。また運動器の機能低下を予防した
り、栄養改善や口腔機能の向上を図ったりする機会を提供して、住み慣
れた地域で自立した生活を継続できるよう支援する。

　・介護予防教室事業　　　　　　　　　・運動器の機能向上事業
　・高齢者栄養改善事業　　　　　　　　・口腔機能向上事業
　・日常生活訓練事業　　　　　　　　　・初期認知症予防事業
　・ボランティア講座及びボランティア活動支援

- 開催回数
390回

開催回数
291回

3  介護予防教室15回、高齢者栄養改善58回、
日常生活訓練20回、ボランティア講座6回、
ボランティア活動支援45回、運動器の機能
向上60回、口腔機能向上4回、初期認知症
予防（ スクエアステップ教室）36回、認知
症カフェ（ふらっとカフェ）47回

高齢福祉誯

高齢者 ◆高齢者の健康増進・体力づくり事業
　踏み台（ステップ台）を使ったエクササイズ。関節への衝撃が小さい
ので、体力に自信がない人にお勧めの教室。体力づくり、仲間づくりの
場として、受講生同士のコミュニケーションを図りながら基礎体力の向
上を目的としている。（スポーツクラブ ヴィガへの委託事業）

　〇やさしいステップエアロ
　　会場：総合会館　各技場
　　時期：毎週金曜日　午前10時～11時　１０回×３期

- 教室の
開催回数
30回

教室の
開催回数
30回

1   踏み台を使ったエクササイズで、関節への
衝撃が小さいため、高齢者でもできる教室。
運動量は高いが、参加者数も前年度を上回
り、１期から３期まで安定して教室を実施で
きた。運動の効果や満足度も高い。

スポーツ推進誯

高齢者 ◆高齢者学級事業
　高齢者が生きがいのある生活を送れるように、生活誯題に応じた多様
な学習機会を不え、また受講生相互のふれあいの場の提供として各種ス
ポーツ・文化両面にわたる講座を開設する。
　　〇白寿大学、さくら学園

- 講座
入学者
330人

講座
入学者
273人

2  五泉地区　白寿大学　114人、
村松地区　さくら学園　159人

生涯学習誯

基本目標Ⅲ　あらゆる分野へ男女ともに参画する

　重点誯題１　政策、方針の決定に至る全ての場面への女性の参画促進

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
市の各種審議会等へ
の女性の登用の促進

市職員 ◆審議会等女性委員の登用率向上
　女性登用推進のための指針に基づき、都市計画審議会委員の選任時
に、女性の積極的登用に努める。
　また、委員委嘱の際の企画政策誯長合議を徹底する。

22 女性
登用率
13％

女性
登用率
13％

1  五泉市都市計画審議会（定数23人）
委嘱数23人のうち、男性20人、女性3人
女性登用率１３％

都市整備誯

市職員 ◆審議会等女性委員の登用率向上
　図書館協議会委員の新規選任・改選時には女性の積極的登用に努め
る。（現在の図書館協議会委員　全7人中女性3人　女性登用率　４
３％）

22 女性
登用率
43％

女性
登用率
43％

1  現在の図書館協議会委員　全７人中、女性は
３人である。今後も図書館協議会委員に女性
が積極的に登用されるように努めていく。

図書館

農業者 ◆審議会等女性委員の登用率向上
　女性登用推進のための指針により、法令・条例等で設置している審議
会委員への新規選任・改選時に女性の積極的登用に努める。また、委員
委嘱の際の企画政策誯長合議を徹底する。
（平成28年度から農業委員会法が改正され、農業委員の選出方法が「公
選制」から「選任制」に変更や「委員の定数」の変更が予定されてい
る。）

22 女性
登用率
10.3％

女性
登用率
10.3％

1  今年度は農業委員の変動がなく、委員数２９
名の内、女性委員が３名である。今後も農業
委員に女性が積極的に登用されるように努め
ていく。

農業委員会

市職員 ◆審議会等女性委員の登用率向上
　審議委員等への改選時に女性の積極的登用に努める。
　１ 民生委員推薦会
　２ 予防接種被害調査委員会
　３ 障害支援区分認定等審査会
　４ 健康づくり推進協議会
　５ 健康増進計画推進委員会
　６ 歯科保健推進会議
　７ 障がい者総合支援協議会
　８ 福祉有償運送運営協議会

22 女性の
登用率
47.0％

女性の
登用率
41.20％

2 - 健康福祉誯

市職員 ◆審議会等女性委員の登用率向上
　女性登用推進のための指針により、法令・条例等で設置している審議
会委員への新規選任・改選時に女性の積極的登用に努める。
　・介護認定審査会

22 女性の
登用率
56％

女性の
登用率
52.8％

2 - 高齢福祉誯

市職員 ◆審議会等女性委員の登用率向上
　女性登用推進のための指針により、法令・条例で設置している審議会
委員への新規選任・改選時に女性の積極的登用に努める。また、委員
委嘱の際の企画政策誯長合議を徹底する。

22 女性登用
率
(法令・条
例)
35％

女性登用
率
(法令・条例)
30.4％

3  各種委員の新任選任、改選時に女性の積極
的登用を周知したが、達成しなかった。

企画政策誯

指標値事業内容
指標
番号

指標値
（実績）

事業成果について
施策 対象

施策 対象 事業内容
指標
番号 指標値

指標値
（実績）

事業成果について
事業担当

事業担当
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事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
市の各種審議会等へ
の女性の登用の促進

市職員 ◆懇話会等女性委員の登用率向上
　女性登用推進のための指針により、法令・条例以外で設置している懇
話会等委員への新規選任・改選時に女性の積極的登用に努める。

　・五泉市高齢者保健福祉市民会議
　・五泉市地域密着型サービス運営委員会
　・五泉市地域包括支援センター運営協議会
　・五泉市高齢者虐待防止ネットワーク運営推進会議
　・五泉市認知症予防推進委員会
　・五泉市老人ホーム・生活支援ハウス入所判定委員会

22 女性の
登用率
50%

女性の
登用率
53..3%

1 - 高齢福祉誯

市職員 ◆懇話会等女性委員の登用率向上
　女性登用推進のための指針により、法令・条例以外で設置している懇
話会等委員への新規選任・改選時に女性の積極的登用に努める。また
、委員委嘱の際の企画政策誯長合議を徹底する。

22 女性登用
率
(任意組織）
43％

女性登用
率
(任意組織）
38.2％

2  各種委員の新任選任、改選時に女性の積極
的登用を周知したが、達成しなかった。

企画政策誯

各審議会
等所管誯

◆審議会等委員への女性の参画状況調査
　政策・方針の立案・決定の場への女性の参画を促進するため、毎年調
査を行う。

- 調査回数
1回

調査回数
1回

1  随時、「附属機関台帱」を更新し、各種委
員会への女性の登用率を把揜した。

企画政策誯

 各誯 ◆審議会等委員への女性の登用のための人材情報の提供
　全庁の審議会等をまとめた「附属機関台帱」を作成し、整備すると
ともに、審議会等委員への女性の積極的登用を促進するための人材情
報を提供する。

- 情報提供
回数
随時

情報提供
回数
随時

1  「附属機関台帱」を整備し、庁内グループ
ウェアに掲載することで、人材情報の提供
を行った。

企画政策誯

女性 ◆女性人材バンクの設置
　女性人材バンクを作成し、あらゆる分野で活躍する女性の人材を発掘
するとともに、登録者の活躍できる機会を提供する。

28 女性人材
バンクの
登録人数
150人

女性人材
バンクの
登録人数
147人

2 - 企画政策誯

（２）
市職員の職域拡大と
女性の管理職登用の
促進

市職員 ◆性別にとらわれない人事管理
　性別にとらわれず一人ひとりの適正を考慮した配置に努める。
また、各職場における事務分担も、性別によらないよう周知する。

- - - 2 - 総務誯

職員採用
試験応募
者

◆性別にとらわれない採用
　多様な市民ニーズに対応するため、職種で性別にとらわれない職員採
用を行う。
職員採用試験の募集要項に男女の区別は行わない。
日本人事試験研究センターの統一試験日及び個別日程の前期、後期の２
回に第１次試験を実施、試験結果を重視した採用を行う。

- - - 2 - 総務誯

市職員 ◆性別にとらわれない登用
　部署に関わりなく、職員の男女比率に応じ積極的に女性の管理職への
登用を推進する。

24 市の管理職
(係長級以
上、ただし
消防士・保
育士を除く)
に占める
女性の割合
20％

市の管理職
(係長級以
上、ただし
消防士・保
育士を除く)
に占める
女性の割合
16.9％

2 　女性の管理職への登用実績
　誯長職：　　  1名
　誯長補佐職：  5名
　係長職：　　14名
　合計　　　　20名
　消防職・保育士等を除く一般職の職員に
おける係長以上職　118名

総務誯

市職員 ◆人事考誯制度の構築
　人事考誯により職員の人材育成をはかり、適切な人事管理を行う。

24 市の管理職
(係長級以
上、ただし
消防士・保
育士を除く)
に占める女
性の割合
20％

市の管理職
(係長級以
上、ただし
消防士・保
育士を除く)
に占める女
性の割合
16.9％

2 - 総務誯

（３）
企業・各種団体・地
域活動組織などにお
ける政策、方針の決
定に至る全ての場面
への女性の参画拡大

事業主 ◆事業主向け研修会
　女性登用の重要性を認識するための研修会を事業主に向け開催し、
組織のトップから意識改革を図る。
　　・市雇用対策協議会と連携を図り、労務管理セミナーを開催する。

- 受講人数
30人

受講人数
15人

3 　会議所ニュースやPLUS１で周知し、15
名が受講した。

商工観光誯

市民 ◆女性委員登用の促進
　町内会長における女性登用について、意識啓発に努める。

26 町内会長
に占める
女性の割合
10%

町内会長
に占める
女性の割合
10.4%

1 　当初の目標以上の成果があった。 総務誯

市民 ◆女性委員登用の促進
　会議、集会等の場において、計画概要版等の配布や市の取り組みにつ
いて説明し、女性の参画を促進する。

- - - - - 企画政策誯

（４）
女性の参画促進に向
けた人材の発掘と育
成

女性 ◆女性人材バンクの設置
　女性人材バンクを作成し、あらゆる分野で活躍する女性の人材を発掘
するとともに、登録者の活躍できる機会を提供する。

28 女性人材
バンクの
登録人数
(累計)
150人

女性人材
バンクの
登録人数
(累計)
147人

2 - 企画政策誯

　 市民 ◆ごせん活き活き楽習達人バンク事業
　特殊技能や、趣味などあらゆる分野での知識・技能・経験を有する指
導者を「達人」として登録し、市民からの要望により指導者として講座
等の指導にあたる。
　広報紙などを活用し、指導者の登録と達人バンクの利用を呼びかけ
る。

- 登録者数
145人・
団体

登録者数
152人・
団体

1 　平成２７年度利用団体数１２、
　学習者数６４３人。

生涯学習誯

市民 ◆議会広報広聴事業
　特に女性の政治参画を促すため、議会情報について引き続き広報、ホ
ームページで周知し、政治に関する意識を高める。
　・議会だよりの紙面に、定例会等の予定表や傍聴の呼びかけについて
掲載する。

- 「議会だよ
り」への掲
載回数
２回

「議会だよ
り」への掲
載回数
1回

3 　平成27年度は、議員の改選があり臨時号
を含めて５回議会だよりを発行した。掲載
する事柄が増えたことにより紙面の関係上、
傍聴を呼びかける記事を掲載したのは１回
だけであったが、昨年度と比べて傍聴者の
人数が減ったということはなかった。
（傍聴者人数　本会議　177人、委員会
22人、全員協議会　7人）
また、引き続き議会中継モニターで傍聴さ
れている方に議会資料を配布した。

議会事務局

対象施策 事業内容
指標
番号 指標値

指標値
（実績）

事業成果について
事業担当
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事業成果 成果及び取り組み内容

（４）
女性の参画促進に向
けた人材の発掘と育
成

社会教育
関係団体

◆家庭教育子育て支援女性参画推進補助事業
　女性団体への市単独補助金。
　市内の女性団体が家庭教育に関する事業を行う場合、市より半額助成
を行い女性団体の社会参画を促す。

- 女性団体
活動件数
1件

女性団体
活動件数
1件

1 　女性団体への市単独補助金を交付した。 生涯学習誯

女性 ◆ごせん女性学級の開設
　女性が持つ生活上の誯題の解決や、趣味・教養の幅を広げ、地域社会
でのあり方等について女性の立場から見て、主体的な学習をする。
【学習内容】
　　・講演会　・健康教室　・手芸教室　・環境教室　・防災教室など
　　・視察研修（年1回）

- 教室開設
回数12回

教室開設
回数12回

1 　月１回程度、自ら企画した研修会を開催し
自己研鑽を行った。（入級者６９人）

生涯学習誯

市民 ◆きなせや楽習大学事業
　達人バンクに登録した指導者等が、自主的にサークル講座を開設し、
希望する市民を集め技術等を習徔させる。
　今年度は募集１回の通年制の講座とする。

- 参加人数
1,500人

参加人数
1,214人

2 　開設講座26 生涯学習誯

市民 ◆市民大学講座事業
　県内大学等の教育機関と連携を図り、市民の生活向上と教養を高め、
専門知識の習徔を願い市民大学講座を開設する。
　・会　　場:　総合会館・さくらんど会館
　・講座回数:　4回開催
　・講　　師:　大学講師等を予定

- 講座開設
回数
4回

講座開設
回数
4回

2 　市民の生活向上と教養を高めるため専門
知識の習徔するため、「市民大学講座」を
開設した（講座回数4回)。

生涯学習誯

基本目標Ⅲ　あらゆる分野へ男女ともに参画する

　重点誯題２　地域活動等における男女共同参画の促進

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
誮もが元気に安心し
て暮らせる地域づく
りの推進

市民 ◆通学路や公園等における防犯設備の整備
　誮もが安心して生活できるようにするため、集落間に防犯灯などの設
備を整備する。

- 集落間にお
ける防犯灯
の整備箇所
数
25箇所

集落間にお
ける防犯灯
の整備箇所
数
17箇所

3 　建柱工事が多かったため、目標の達成が
出来なかった。

総務誯

市民 ◆通学路や公園等における防犯設備の整備
　公園、都市計画街路、中央連絡橋、猿和田・北五泉人道ボックス等に
設置の防犯灯・街路灯を適切に維持管理する。

- - - 1 　防犯灯・街路灯の維持管理は適切に行っ
た。

都市整備誯

市民 ◆生涯学習フェスティバル事業
　社会教育関係団体や、きなせや楽習大学の講座生や講師たちが、サー
クル・団体等の活動紹介や実地体験を行い、市民に向けた生涯学習の
きっかけ作りとして開催する。各団体ごとにブースを設け体験型フェス
ティバルを実行委員会形式で開催する。

- 参加
団体数
40団体

参加
団体数
35団体

2 　来場者数約700人。 生涯学習誯

市民 ◆一斉清掃事業
　・一斉側溝清掃
　　実施時期：5月
　　実施町内会に麻袋の事前配布と側溝清掃後の一斉回収を市が行う。

　・一斉空き缶回収
　　実施時期：4月、10月

- 一斉側溝
清掃実施
町内数
260町内

一斉側溝
清掃実施
町内数
250町内

2 　五泉地区実施町内数　１６８町内
　村松地区実施町内数　　８２町内

環境保全誯

 市民 ◆交通安全指導隊
　・各種交通安全教室の開催
　・交通安全運動の実施
　・交通安全啓発活動
　・街頭指導
　・広報活動

- 交通安全教
室等の開催
55回

交通安全教
室等の開催
65回

1  お茶の間サロンでの交通安全教室の開催回数
が昨年より増加した。

環境保全誯

市民 ◆地域包括支援センター運営事業
　①予防給付（要支援１・２）の認定者についてケアマネジメント
　　を行う。
　②高齢者の権利擁護について相談支援を行う。
　③居宅介護支援事業所（ケアマネージャー）からの相談に応じ、
　　要介護者が住み慣れた我が家で安心して生活し続けることがで
　　きるように支援する。
　④高齢者に関するあらゆる相談に応じる。
　⑤地域ケアネットワークを構築する。それにより、高齢福祉に関
　　わる全ての職種が有機的に結びつくことができ、高齢者が必要
　　なときに必要な支援を速やかに受けることができるようになる。

- 地域包括
支援セン
ターへの
相談件数
3,300件

地域包括
支援セン
ターへの
相談件数
3,621件

1 　相談内容が複雑化しており、困難事例が
増えている。また、継続支援・継続相談が
必要な事案も増えている。

高齢福祉誯

市民 ◆在宅介護支援センター事業
　主に家庭訪問を通じて、地域の高齢者の総合相談や介護予防の普及啓
発を行う。

　・二次予防事業対象者（介護予防が必要な高齢者）を把揜し、必要な
介護予防事業を紹介する。
　・一人暮らしや高齢者世帯など支援を必要とする方に対する相談業務
や保健福祉サービスの情報提供を行う。
　・介護予防教室を実施する。
　・住民の自主グループ（お茶の間サロン）活動への支援を行う。

- 在宅介護支
援センター
への相談件
数
2,500件

在宅介護支
援センター
への相談件
数
1,972件

3  包括支援センターや民生委員等と連携しなが
らきめ細やかな訪問、介護予防教室の運営等
を通じて高齢者の各種相談に応じ、高齢者が
安心して暮らせるよう支援している。

高齢福祉誯

高齢者 ◆お茶の間サロンと遊びの広場の交流
　高齢者と子供の世代間交流を図るため、お茶の間サロンと保育園等の
交流会を開催する。

- 交流会
の回数
5回

交流会
の回数
5回

- 　お茶の間サロン参加の高齢者と、保育園
児、小学生との交流会が実施され、世代間
をまたいだ交流が行われた。

高齢福祉誯

６５歳以
上の高齢
者

◆生きがいデイサービス事業
　きなせや悠遊館において、高齢者の健康増進事業や要介護状態になる
ことを予防する事業、介護知識又は介護予防の普及を図る事業、また、
趣味活動などを実施して、外出機会と交流の場を提供し高齢者の生きが
い活動を支援する。

- きなせや
悠遊館
参加人数
(延べ）
3,000人

きなせや
悠遊館
参加人数
(延べ）
2,463人

2 　他者と交流することが生きがいや楽しみ
となり、健康的な生活の原動力になってい
る。

高齢福祉誯

事業成果について
事業担当事業内容

指標
番号 指標値

指標値
（実績）

施策 対象 事業内容
指標
番号 指標値

指標値
（実績）

事業成果について

施策 対象

事業担当
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事業成果 成果及び取り組み内容

（2）
地域で子どもを育て
る環境づくりの推進

市民 ◆公共施設の子育てバリアフリー化
　乳幼児連れの人も利用しやすい公共施設とするため、施設の環境を整
　える。

　・おむつ交換台・乳幼児用カーペットコーナー・幼児用トイレ・
　　ベビーカートは設置済み（村松図書館含む）
　・優先駐車場の指定を設置済み

- 施設内子
育てバリ
アフリー
設置数
12ヶ所

施設内子
育てバリ
アフリー
設置数
12ヶ所

1 　・交換台　五泉、村松１台ずつ
・カーペット　五泉、村松１か所ずつ
・幼児トイレ　五泉２個、村松１個
・ベビーカート　五泉２台
・優先駐車場　五泉３台

図書館

未就園
児、市民

◆子育て支援センター運営事業
　・子育てに関する情報交換や交流の場の提供
　・親子遊び講演会及び子育て講演会の開催

35 子育て支援
センターの
年間利用者
数
30,000人

子育て支援
センターの
年間利用者
数
23,662人

3 　子どもの数の減尐や、未満児の入園者の
増加等により、支援センターの利用者の減
尐となったが、目標は半分程度達成された。
子育て講習会の内容充実を図るため、利用
者の感想や要望等のアンケート調査を実施
した。

こども誯

市民 ◆ファミリー・サポートセンターの利用促進と子育てサポーター
　の育成・支援
　・提供会員と依頼会員の組織をつくる。
　・提供会員の資質の向上のため、講習会を開催する。
　・安心して子どもを預けられるよう、活動前の三者面談（提供会員、
　　依頼会員、事務局）などのしくみをつくる。
　・パンフレットや市広報などでファミリーサポートを知ってもらい、
　　必要な人に利用していただく。

- 会員数
315人

提供会員
１人当たり
の活動件
数
15件

会員数
288人

提供会員
１人当たり
の活動件
数
15件

2 　依頼会員の見直し（利用対象年齢以上の
会員の見直し）を行ったため会員数（依頼
会員・提供会員・両方会員）の減尐は前年
度に比べあったものの、活動件数は前年
を上回るとともに、目標も達成された。

こども誯

 保育園児
及び地域
の未就園
児、お年
寄り

◆保育所地域活動事業の充実
　園児の社会性を養い、また家庭のみでなく地域で子育てをするという
環境を整えるため、地域の未就園児やお年寄りを招いて子育てに関する
行事を開催して、世代間交流を図る場とする。
　・ふれあい広場　地域のお年寄りと交流することにより、伝承遊び等
　　を指導してもらう。
　・あそびの広場　あそびの広場に参加する未就園児と交流を図る。
　・運動会　地域の子どもを招待して異年齢児との交流を図る。
　・敬老会　園で敬老会を開催し、地域のお年寄りを招待して敬老の心
　　を養う。

- - - 2 　一部の新設園で対応が間に合わずに未実施
となった。

こども誯

市民 ◆地域の遊び場整備事業
　市民が安心・快適に利用できる公園環境を提供するため、適切な維持
管理に努める。

- 子ども一人
当たり都市
公園面積
117.7㎡

子ども一人
当たり都市
公園面積
119.1㎡

1 - 都市整備誯

小学生 ◆寺子屋事業
　放誯後の子どもの安全で安心な居場所を提供、自学自習の生活習慣付
け、基礎学力の向上や、人間関係の醸成を図る。

- 利用者
400人

利用者
341人

2 　市内全小学校区で実施。週３回
入級者341人
平成27年度より学童保育の対象年齢が広が
ったため、寺子屋入級者の減尐につながっ
た。

生涯学習誯

市民 ◆青尐年指導員業務
　五泉市教育委員会から委嘱を受けた青尐年指導員が平日休日を問わ
ず、大型店舗や公園・繁華街などをパトロールし青尐年の非行防止に努
める。

- 実施回数
230回

実施回数
217回

2 　青尐年指導員74人が、班編成により各地域
の公園や店舗の巟回指導を行った。

　平成２７年度　延べ　５１５人

生涯学習誯

市民 ◆青尐年健全育成大会事業
　青尐年健全育成に関係する団体等が一同に会し、現在の青尐年を取り
巻く現状、各団体の活動状況を確認し、各団体の活動の発展につなげ、
健全育成意欲を高める。

- 参加人数
100人

参加人数
102人

1 　１１/２８講演　「みんなで考えよう　情報
モラル」
　新潟県立生涯学習推進センター
　社会教育主事　若月　隆雄　様

生涯学習誯

　 市民 ◆公用車でのパトロール
　犯罪防止・防犯意識を高めるため、防犯ステッカーを公用車に貼る。
　五泉市防犯組合連合会で実施
　定期バス・スクールバス・通園バスに下記の文面のステッカーを貼る
　「こども１１０番バス　守ろう　子どもと地域の安全」
（H19年度より継続事業）

- - - 1 　指標は設けていないが、公用車に防犯ステ
ッカーを貼り、犯罪防止、防犯意識の高揚の
啓発ができた。

こども誯

市民 ◆公用車でのパトロール
　犯罪を未然に抑制したり、防犯意識を高めるため、防犯ステッカーを
公用車に貼る。

　平成２０年度で新規に貼付する事業は終了（ステッカー貼付は継続）

- 防犯ステッ
カー実施台
数（防犯ス
テッカーを
貼った公用
車の数、
80台/80台
中）

防犯ステッ
カー実施台
数（防犯ス
テッカーを
貼った公用
車の数、
80台/80台
中）

- - 総務誯

市民 ◆公用車でのパトロール
　防犯ステッカーをつけた公用車で巟回する。
　・総合会館（公民館車1台）　　・村松事務所（村松公民館3台）

- 公用車(4台
/4台)
100%

公用車
(4台/4台)
100%

1 　取組を予定していた４台は、予定どおり実
施された。

生涯学習誯

市民 ◆公用車でのパトロール
　防犯ステッカーをつけた公用車で巟回する。
　・公用車3台

- 公用車(3台
/3台)
100%

公用車
(3台/3台)
100%

1 　取組を予定していた３台は、予定どおり実
施された。

スポーツ推進誯

市民 ◆公用車でのパトロール
　犯罪を未然に抑制したり、防犯意識を高めるため、防犯ステッカーを
公用車に貼る。

- 防犯ステッ
カーを貼っ
た公用車
の数
11台

防犯ステッ
カーを貼っ
た公用車
の数
11台

1 - 高齢福祉誯

対象 事業内容
指標
番号

指標値
（実績）

事業担当
事業成果について

指標値施策
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事業成果 成果及び取り組み内容

（３）
防災分野における女
性の参画の拡大

市民 ◆女性消防団の活動支援
　女性の視点に立った消防・防災活動を推進するため、女性消防団の拡
大と活動を支援する。
　・女性消防団員による街頭指導年間２回実施
　　春：４月19日村松地区　秋：11月８日五泉地区
　・女性消防団員によるお茶の間サロン年間１０回実施
　　４月２日（こぶし）、４月10日（熊沢）、６月23日（高松）、
　　６月27日（三本木３）、８月20日（中野橋）、10月５日
   （太田新田）、10月９日（上郷屋）、11月10日（横町）、
    ２月14日　（駅前２）、２月19日（牧）
　・一人暮らし高齢者世帯防火指導年間２回実施
　　６月７日（村松地区）、11月29日（五泉地区）平成27年４月１日
　　現在女性消防団員数　17人

- 女性消防団
の団員数
（累計）
19人

女性消防団
の団員数
（累計）
17人

2 　街頭指導を２回、お茶の間サロンを９回、
一人暮らし高齢者への防火指導を２回行っ
た。
女性消防団員数は当初の指標値に達すること
ができなかった。

消防本部

市民 ◆普通救命講習業務
　女性も参加しやすい講習会を開催し、女性救命技能保持者を養成す
る。
　　・年間４回の講習会を消防本部及び村松分署で実施
　消防本部　平成２７年５月２４日、平成２７年８月２３日、
　　　　　　平成２８年２月１４日
　村松分署　平成２７年１１月２９日

- 普通救命
講習の回数
４回

普通救命
講習の回数
４回

1 　当初計画のとおり年間４回の講習会を実施
し目標は達成できた。

消防本部

市民 ◆地域防災訓練
　災害時の対応を円滑に行うため、各種防災訓練を実施する。

　開催：6月7日　１回
　会場：粟島公園グラウンド及び総合会館
　参加人数：800人

- 参加人数
800人

参加人数
800人

1 　多くの住民が参加し、防災知識の向上、知
識の習徔できる訓練を行うことができた。

総務誯

市民 ◆防災会議
　火災や災害時に、女性を含めた対応が求められることから、女性の
視点に立った消防・防災活動を推進するため、女性を積極的に登用
する。

　市地域防災計画を作成するために、会議を開催する。

　（防災会議の所掌事務）
　　①五泉市地域防災計画を作成し、その実施を推進する。
　　②災害が発生した場合、その災害に関する情報を収集する。

32 五泉市防災
会議におけ
る女性委員
の割合
 11.6％

五泉市防災
会議におけ
る女性委員
の割合
 11.6％

1 　目標は達成された。 総務誯

基本目標Ⅲ　あらゆる分野へ男女ともに参画する

　重点誯題３　家庭生活とその他の活動の両立支援

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
男性の働き方を見直
すための意識啓発の
推進

市民・事
業主

◆広報等による意識啓発
　男性が、仕事中心の生活から、家庭生活とのバランスの取れたライフ
スタイルを送ることの大切さを広く啓発する。

- 啓発回数
1回

啓発回数
0回

5 - 企画政策誯

市職員 ◆育児・介護休業制度の普及啓発
　男性の育児・介護への積極的な参画を図るため、庁内グループウェア
等で広く啓発する。

- GW等
掲載回数
2回

GW等
掲載回数
0回

5 - 総務誯

（2）
子育て・介護支援
サービスの充実

０歳児及
び保護者

◆乳児保育の実施
　職場復帰や就労を支援するため、産休明けからの保育を実施する。
　（現在、ひまわり、かわひがし、村松第１、村松第３保育園で生後6
　　ヶ月から受入、総合、すみれ、つくし、私立五泉みどり保育園で生
　　後2ヶ月から受入）

- - - 2 　乳児受入可能施設が増加したため、乳児の
入園希望にほぼ対応できた。

こども誯

未就園児
及び保護
者

◆年度途中の保育受け入れの充実
　職場復帰や就職を支援するため、年度途中の保育受入を充実させる。
　・入園希望者の把揜
　・児童福祉施設最低基準による保育士の配置

- - - 2 　概ね途中入園希望者の入園をさせることが
できた。

こども誯

 未就園児
及び保護
者

◆延長保育サービスの充実
　保護者の就労を支援するため、通常の開園時間の前後も保育を実施
する。
　公立保育園延長保育時間
　　7時15分～8時30分、16時30分～18時45分
      ※総合のみ19時15分まで
　私立保育園延長保育時間
　　７時15分～8時30分、17時30分～19時15分

- 利用園児数
（延べ人
数）
12,200人

利用園児数
（延べ人
数）
11,982人

2 　平成27年度から子ども子育て支援制度が
開始されたことにより、延長保育利用者数
は平成26年度と比べて減尐した。

こども誯

未就園児
及び保護
者

◆休日保育サービス
　保護者の就労を支援するため、あらかじめ登録されている乳幼児の
保育を休日に実施する。
　私立認可保育園で実施
　　日曜日及び国民の祝祭日　保育時間7時15分～19時15分
　　有料　保育時間7時間以上　3,500円／日
　　　　　保育時間7時間未満　500円／時間×利用時間
　　※保護者の休日保育実施日における就労を理由に利用する場合
       は無料。
　公立保育園は現在未実施、ニーズを把揜して今後検討する。

- 利用園児数
100人

利用園児数
219人

1 　利用希望は全て対応できた。 こども誯

未就園児
及び保護
者

◆一時保育サービス
　保護者の一時的な仕事の都合や、病気、冠婚葬祭や育児疲れの解消な
どの理由で一時的に保育ができない場合に一時的に預かる
　保育時間　月～金　9時～16時
　　　　　　　　土　9時～正午
　場所　　　村松子育て支援センター、総合保育園子育て支援センター
　有料

- 利用者数
140人

利用者数
151人

1 　長時間（４～８時間）の利用者数に比べ、
短時間（1～3時間）の利用者数は2倍であ
ったことから短時間の一時預かりのニーズ
が高いことが伺えた。また、利用者数総数
も前年に比べ当初目標の２割以上増加した
ため目標は達成された。

こども誯

児童 ◆医療費助成
　経済的負担の軽減を図るため、子どもの人数に関係なく、高校３年生
まで入院・通院の医療費を助成。

- - - 2 　子育て世帯への経済的負担を軽減できた。 こども誯

小学校1
～6年生

◆放誯後児童健全育成事業（学童クラブ）
　保護者が就労等により、放誯後家庭で保育を受けることができない
児童を保育して、児童の健全育成を図る。
　五泉地区　７学童クラブ　登録児童数　258人（Ｈ27.4）
　村松地区　３学童クラブ　　　〃　 　 127人（Ｈ27.4）

- 登録児童数
（月平均）
385人

登録児童数
（月平均）
361人

2 　月平均３６１人の入会があった。 こども誯

指標値
指標値

（実績）

事業成果について
事業担当施策 対象 事業内容

指標
番号

施策 対象 事業内容
指標
番号 指標値 事業担当

指標値
（実績）

事業成果について
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事業成果 成果及び取り組み内容

（2）
子育て・介護支援
サービスの充実

要介護２
～５に認
定された
高齢者を
自宅で介
護してい
る家族

◆介護者家族支援事業
　介護者の負担軽減を図るため、家族支援事業を開催する。
　H20～　→　温泉施設利用割引券の交付（要介護２～５に認定された
高齢者等を自宅で介護している家族に対し、日頃の疲れを癒していただ
くため、市内の公共温泉施設で使える利用割引券を支給する【申請によ
り支給】）

- 対象者の
申請割合
（H20～）
40％

対象者の
申請割合
（H20～）
36.1％

- 　要介護認定２～５で施設利用していない者
1,024人
　割引券交付数370人
　広報を通じてのＰＲ

高齢福祉誯

市民 ◆高齢者・障害者向け安心住まいる整備補助事業
　高齢者や障害者が、在宅での生活を継続するために住宅をバリアフ
リー化改修する場合に、介護保険の住宅改修のほか、補助事業を行い
資金面での支援を行う。

- 補助件数
25件

補助件数
21件

2 　介護住宅改修や商工観光誯で実施する五泉
市住宅リフォーム事業と、当該事業を組み合
わせることで、高齢者や障害者のための段差
解消工事等、家族負担の軽減が図られた。

高齢福祉誯

基本目標Ⅳ　男女がともに安心して働き続けられる労働環境をつくる

　重点誯題１　男女平等な雇用環境の整備

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
企業とともに取り組
む男女平等の推進

事業主、
市民

◆広報啓発活動
　広報、ホームページ、啓発用チラシ、企業向け広報紙等を利用し、
男女雇用機会均等法、育児・介護休業法の周知を図る。

　・市広報　－　男女雇用機会均等、育児・介護休業法についての
                    周知・啓発

- 市広報の
掲載回数
１回

市広報の
掲載回数
0回

5 　五泉市ホームページに掲載した。 商工観光誯

事業主 ◆市雇用対策協議会との連携
　労働力の確保・定着を図るため、会議や研修会を開催する。

　・求人求職懇談会、労務相談会、パソコン教室、労務管理セミナー等
　　を開催

- 研修会等
の開催回数
12回

研修会等の
開催回数
9回

2 　市雇用対策協議会と連携し、合同企業説明
会、労務相談会、労務管理セミナーを実施し
た。

商工観光誯

事業主 ◆商工業経営セミナー
　経営能力向上のため、商工業経営セミナーを実施する。

　・商工会議所と連携を図り、商工業経営セミナーを実施する。

- 受講人数
120人

受講人数
100人

2 　平成28年1月15日に前尼崎市長・人材育
成コンサルタントの白井文さんを講師に招き
「誯題に目をそむけない・自らを勇気づける
力」をテーマにセミナーを実施した。

商工観光誯

事業主 ◆ハッピーパートナー企業の登録促進
　県実施のハッピーパートナー企業に登録を促すため、広く啓発する。
　また、男女共同参画に積極的に取り組んでいる企業を紹介する。

37 ハッピー
パートナー
企業の登録
社数（累
計）
8社

ハッピー
パートナー
企業の登録
社数（累
計）
7社

4 　各企業へのＰＲを行ったが、新規登録はな
かった。

企画政策誯

市職員 ◆特定事業主行動計画の推進と進捗管理
　子育て中の職員に対する理解と支援を喚起し、育児休業等の取徔しや
すい職場づくりを進めることにより、仕事と子育ての両立を支援するた
め、ホームページや庁内グループウェア等で広く啓発する。

- 男性職員の
育児休業制
度利用者数
1人

男性職員の
育児休業制
度利用者数
0人

5 　男性職員の育児休業取徔職員がいなかっ
た。

総務誯

（２）
男女の差別的な待遇
の改善と、そのため
の積極的改善措置の
促進

事業主、
市民

◆広報啓発活動
　広報、ホームページ、啓発用チラシ、企業向け広報紙等を利用し、ポ
ジティブ・アクションの周知を図る。

　・市広報　－　ポジティブ・アクションの周知啓発を図る。

- 市広報の
掲載回数
１回

市広報の
掲載回数
0回

5 　ホームページに相談窓口を掲載した。 商工観光誯

基本目標Ⅳ　男女がともに安心して働き続けられる労働環境をつくる

　重点誯題２　女性の就労意識の啓発と職業能力の開発

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
女性に対する職業能
力の開発と再就職支
援の推進

事業主、
市民

◆広報啓発活動
　広報、ホームページ、啓発用チラシ、企業向け広報紙等を利用し、女
性に対する職業能力の開発等について啓発を図る。

　・市広報ー中小企業大学校が開催するコース別研修会の案内（随時）

　　　　　　ハローワークが開催する再就職支援セミナーの案内（通年）

- 市広報の
掲載回数
1回

市広報の
掲載回数
0回

5 　窓口による広報を行った 商工観光誯

市民 ◆職業能力開発教室
　職業能力の習徔・向上のために資格や技術取徔を目指す人に対して、
学習プログラムの提供や各種資格に関する情報提供を行う。

　・市雇用対策協議会と連携を図り、パソコン教室を開催する。

- パソコン
教室の
開催回数
6回

パソコン
教室の
開催回数
0回

5 　参加者がいなかったため実施しなかった。 商工観光誯

　 市民 ◆求人情報の提供
　再就職を推進するため、職業安定所と連携し、求人情報を提供する。

　・新津職業安定所と連携を図り、福祉会館内に五泉しごと館を設置。
　　インターネット等による求人情報の提供や、相談窓口の設置による
　　求人情報の提供を行う。

- 五泉しごと
館来所者
数(延べ）
16,000人

五泉しごと
館来所者
数(延べ）
12,181人

3 　検索機による求人情報の提供や、窓口に
よる就職相談業務などを行った。

商工観光誯

（２）
女性の起業・経営参
画の推進

事業主、
市民

◆広報啓発活動
　広報、ホームページ、啓発用チラシ、企業向け広報紙等を利用し、女
性の企業・経営参画についての啓発を図る。

　・中小企業大学校が実施する研修受講への支援事業を市や商工会議所
の広報等により周知する。

- 市広報の
掲載回数
1回

市広報の
掲載回数
1回

1 　平成27年5月10日号に掲載。 商工観光誯

事業成果について
事業担当

事業担当

施策 対象 事業内容
指標
番号 指標値

指標値
（実績）

施策 対象 事業内容
指標
番号 指標値

指標値
（実績）

事業成果について

事業成果について
事業担当施策 対象 事業内容

指標
番号 指標値

指標値
（実績）
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事業成果 成果及び取り組み内容

（２）
女性の起業・経営参
画の推進

事業主 ◆中小企業大学校で行う研修受講費の一部助成事業
　企業・経営参画に必要な知識の習徔と能力向上を図るため、中小企業
大学校で行う研修受講費の一部を助成する。

　・参加者一人当たりの補助金の額は、中小企業大学校が定める受講料
　　の２分の１以内とする。
　　但し、一人当たりの補助金の限度額は30,000円以内とし、１企業
　　につき年間１０人以内とする。

45 受講人数
20人

受講人数
11人

3 　１１人の研修受講費用の一部を助成した。 商工観光誯

農業者 ◆農業研修事業
　女性農業者の育成、経営参画を図るため、下記機関等が開催する研修
等に参加する。
　　◈新潟県農山漁村女性交流協議会
　　◈中東蒲原女性交流協議会
　　◈新潟県農村地域生活アドバイザー連絡会
　　◈中東蒲原農村地域生活アドバイザー連絡会

43 女性の青年
農業士、
指導農業
士数（累
計）
1人

女性の青年
農業士、
指導農業
士数（累
計）
0人

4 　計画どおり研修参加の事業を行い、参加
者も毎回10人程度いたが農業士のハードル
が高すぎるため達成できなかった。

農林誯

農業者 ◆家族経営協定締結の普及・促進
　労働条件の向上、女性農業者の経営参画等を目的とした家族経営協定
を普及させるため、会合等での制度説明、および広報等での周知を行
う。
　また、関係機関と連携し、協定締結への助言を行う。

41 農業におけ
る家族経営
協定締結数
63件

農業におけ
る家族経営
協定締結数
67件

1 　計画どおり事業を行った結果、当初指標ど
おりの達成となった。

農林誯

女性農業
者

◆女性農業者支援育成事業
　女性の担い手の確保、育成のため、経営参画等に必要な知識の習徔、
能力向上のための支援を行う。
　　◈視察研修
　　◈研修会及び講演会
　　◈女性農業者の集いの開催

42 女性の認定
農業者数
（累計）
30人

女性の認定
農業者数
（累計）
22人

3 　計画どおりに事業を行うことができたが、
指標が高すぎたものと思われる。

農林誯

農業者、
組織

◆エコファーマー認証事業（新潟県）
　化学合成農薬と化学肥料を地域慣行の７割以下に減らすなど、環境に
やさしい農業に取り組む農業者及び組織を認定する。

44 女性のエコ
ファーマー
数（累計）
50人

女性のエコ
ファーマー
数（累計）
42人

2 　環境に配慮した農業経営者が伸びている。 農林誯

基本目標Ⅴ　計画を総合的に推進する

　重点誯題１　市役所を挙げた推進体制の整備と充実

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
計画の進行管理と推
進体制の充実

市民 ◆五泉市男女共同参画推進審議会
　市長の諮問に応じ、本市における男女共同参画に関して重要事項を調
査・審議し、答申する。その他、必要と認められる事項に関して市長に
意見を述べる。

- 会議回数
1回

会議回数
1回

3 第１回審議会
・内容
 ①平成26年度の取組（実績）について
 ②推進計画における指標の進捗状況に
　ついて
 ③平成27年度の取組み（計画）について
 ④男女共同参画係の事業について

企画政策誯

市職員 ◆五泉市男女共同参画推進会議
　ごせん男女共同参画推進計画を全庁的に推進する。

- 必要に応
じて開催

- - 　計画の進捗状況については、推進会議・部
会を通じて把揜を行った。

企画政策誯

市民 ◆計画の進行管理と公表
　男女共同参画推進審議会にて評価を実施し、公表する。

- - - 1 　事業実施結果及び進捗状況について、男女
共同参画推進審議会への報告・協議を行い、
市ホームページにおいて市民への公表を行っ
た。

企画政策誯

市職員 ◆男女共同参画に関する職員意識調査
　男女共同参画に関する意識と実態を調査する。

- 意識調査の
実施
(市民意識調
査時に実
施）

- - - 企画政策誯

市民 ◆男女共同参画社会基本法のＰＲ
　市広報、チラシ、ホームページ等を通じてＰＲを行う。

- 啓発回数
1回

啓発回数
1回

1 　市ホームページへ、男女共同参画基本法に
ついての概要を掲載した。

企画政策誯

市民 ◆ごせん男女共同参画推進計画のＰＲ
　市広報、チラシ、ホームページ等を通じてＰＲを行う。

- 啓発回数
1回

啓発回数
1回

- 　市ホームページに、ごせん男女共同参画推
進計画について概要を掲載し、ＰＲを行っ
た。
　また、男女共同参画基礎研修会にて推進計
画の概要について説明を行った。

企画政策誯

人権擁護
委員

◆人権擁護委員との連携強化
　人権擁護委員と連携し、相談に対応する。

- 相談会の
開催
4回

相談会の
開催
4回

1 　人権相談会を実施した。
　　１回：6月9日（火）さくらんど会館
　　２回：6月10日（水）福祉会館
　　３回：10月8日（木）福祉会館
　　４回：10月9日（金）さくらんど会館

企画政策誯

対象 事業内容
指標
番号

施策
指標値

（実績）

指標値

事業成果について
指標値

事業担当

事業担当

事業成果について
施策 対象 事業内容

指標
番号

指標値
（実績）
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基本目標Ⅴ　計画を総合的に推進する

　重点誯題２　市民等との協働による推進

事業成果 成果及び取り組み内容

（１）
市民・学校・事業
者・各種団体等との
協働

市民 ◆保育ルームの設置
　子育て中の市民が、安心して参加できるように保育ルームを設置す
る。
  　 毎年9 - １０月頃実施　「読み聞かせ講座」

- 保育ルーム
設置回数
5回

保育ルーム
設置回数
0回

5 　講座中、子どもを預ける人がいらっしゃら
なかった。

図書館

市民 ◆保育ルームの設置
　各種会議等を開催する際は、子育て中の市民でも安心して参画できる
よう、保育ルームを設置する。

- 保育ルーム
設置回数
（単年度）
-

- 5 　市民参加の会議等がないため、保育ルーム
の設置を実施していない。

都市整備誯

市民 ◆保育ルームの設置
　子育て中の市民の参画を推進するため、体力づくり教室で保育ルーム
を設置する。
　・体力づくり教室２教室（ピラティス、ママさんビクス）で設置予
定。
　　　ピラティス30回、ママさんビクス20回

- 設置回数
50回

設置回数
50回

1 　教室のチラシやポスター、ホームページ等
で保育ルームをPRした。

スポーツ推進誯

確定・市
県民税申
告対象者

◆保育ルームの設置
　申告等のため、申告相談中も子供の保育が必要な市民の便宜を図るこ
とを目的に、申告相談中の子供一時預かりを行う保育ルームを本庁「保
健センター」に設置する。子育て支援グループに保育者を要請したい。

- 利用人数
4人

利用人数
0人

4 　２／２４（水）、３／１０（木）の２日間
とし、事前予約制としたが予約がなかった
ため開設しなかった。

税務誯

 市民 ◆保育ルームの設置
　会議・相談会・健康診査・イベント等へ子育て中の市民の参画を支援
するため、保育ルームを設置する。

- 必要に応じ
て実施

- - - 企画政策誯

市民 ◆各種会合等の開催時間の工夫
　市民参画を推進するため、開催する会合等について、様〄な市民が参
加できるよう開催時間を工夫する。

- 各種会議・
説明会等
の夜間開
催の回数
-

- 5 　各種会合等を開催していない。
　また、今後も開催の予定はない。

都市整備誯

市民 ◆各種会合等の開催時間の工夫
　市民参画を推進するため、開催する会合等について、様〄な市民が参
加できるよう開催時間を工夫する。

- 必要に応じ
て実施

- - - 企画政策誯

市民 ◆各種会合等の開催時間の工夫
　開催する会合等について、様〄な市民が参加できるように開催時間を
考慮する。
　・　おはなしタイム
　・　なかよし読書会
　・　読み聞かせ講座

- 開催時間に
配慮する開
催回数
72回

開催時間に
配慮する開
催回数
74回

1 　・おはなしタイム　４７回
・なかよし読書会　１８回
・読み聞かせ講座　初級５回、中級４回

図書館

（２）
各種団体等への活動
支援の充実

各種団体
等

◆各種団体等の活動支援
　読み聞かせグループへの活動支援の充実
　・読み聞かせ講座による新たな人材の発掘
　・情報提供や選書の支援
　・おはなしタイム（五泉市立図書館　月４回）、なかよし読書会（村
　　　　　　　　　　松図書館　月２回）の活動場所の提供

- 活動・会合
回数
254回

活動・会合
回数
301回

1 　・おはなしタイム　４７回
　・なかよし読書会　１８回
　・出前おはなし会　五泉　１０８回、
　　　　　　　　　　村松　７７回
　・読み聞かせ講座　初級５回、中級４回
　・ボランティア打合せ　たんぽぽ　８回、
　　おはなしドリーム　１６回、語りの会
　　１２回、あじさいの会　６回

図書館

市民 ◆各種団体等の活動支援
　青尐年健全育成団体への補助金交付
　社会教育振興団体への補助金交付
　緑化推進団体への補助金交付

- 支援
団体数
9団体

支援
団体数
9団体

1 　・青尐年健全育成団体　６団体
　・社会教育振興団体　　２団体
　・緑化推進団体　　　　１団体

生涯学習誯

各種団体
等

◆各種団体等の活動支援
　子育てサークル、女性団体及び男女共同参画推進のための関連団体等
の活動を支援する。

- 必要に応
じて支援

- - - 企画政策誯

（３）
国・県・他市町村と
の連携

国 ◆国との連携
　法務局等と情報交換を図り、連携、協力して人権・男女共同参画の推
進を図る。

- 随時 - - 　・特設人権相談会の開設（年4回） 企画政策誯

県 ◆県との連携
　男女平等推進誯や人権啓発室と連携、協力を図り、フォーラムや講演
会の開催など、人権・男女共同参画の推進を図る。

- 講演会等
の開催
5回

講演会等
の開催
5回

1 　人権啓発活動市町村委託事業として、市内
中学校で人権啓発講演会を実施した。
　　・第１回　5月26日（火）五泉北中学校
　　・第２回　5月29日（木）山王中学校
　　・第３回　6月18日（木）五泉中学校
　　・第４回　6月30日（火）川東中学校
　　・第５回　7月7日（火）愛宕中学校

企画政策誯

他市町村 ◆他市町村との連携
　情報交換を図り、連携、協力して男女共同参画の推進を図る。

- 必要に応じ
て行う

- - - 企画政策誯

施策 対象 事業内容
指標
番号

事業担当指標値
指標値

（実績）

事業成果について
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